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要旨 

本論文では，今後予想される大規模な eメンタ人材需要に対応可能な，育成プログラムを提案する．ｅラーニング
が普及急速に拡大している反面，受講生のドロップアウト等の問題が報告されている．対策の 1つとして，メンタ
配置の有効性が指摘されており，近い将来，e メンタ人材に対する需要が社会的に増えると予想される．提案手法
は，ｅラーニングコース運営のための人材を育成するため，ｅラーニングコンテンツ中心のコースを提供し，メン
タの支援によりメンタを育成するという拡大再生産的なサイクルに特長がある．  
 

1. 緒論    
インタネット及びパーソナルコンピュータの普及に伴い，これらを用いた教育，ｅラーニングが急速

に拡大している．awareness [1] が受講生・教師共に不足しがちな ｅラーニングコースでは，受講生のド
ロップアウト他の問題が，対面形式の授業と比較して増えると指摘されている [2]．対策の 1つとして，
学習支援専門スタッフ（本論文では，オンライン環境における学習支援者を対象とすることから，以下

eメンタ と呼ぶ）の配置の有効性が報告されている [3]． 
e メンタを育成する試みはあるが，現状では，ｅラーニングコースの各提供機関が，自らの必要に応
じて実施しているという段階に過ぎない．このため，今後予想される，e メンタ人材に対する大量な社
会的ニーズに対応できる体制は，未だ整っていないと思われる． 
本論文では，こうした大規模な eメンタ人材需要に対応可能な，育成プログラムを提案する．本プロ
グラムでは，大規模な教室運営が可能というｅラーニングの利点を活かし，ｅラーニング中心のコース

を提供し，eメンタ人材の大量育成を図る．さらに, ｅラーニングコースにおける，eメンタの教育的効
果を鑑み，本プログラム内で，実際に先輩メンタを配置し，受講者の学習を支援させる．(1) ｅラーニ
ングコース運営のための人材をｅラーニングコンテンツで教育する，(2) eメンタの支援により eメンタ
を育成する，という点において，本プログラムは再帰的ないし拡大再生産的な性格をもつ．  

 

2. 提案育成プログラムの概要 
2.1. 背景 
日本では，(1) インフラストラクチャ（ネットワーク・システム等）・学習プラットフォーム（学習管
理システム等）の導入，(2) 高品質な学習コンテンツの開発，という段階を経て，ｅラーニング教育・
研修が定着した現在，(3) システムやインフラ，コンテンツ整備だけでは解決が難しい，修了率や満足
度の向上等の問題が浮き彫りになっている [4]．こうした問題の解決策の 1 つとして，本論文で育成対
象とする eメンタ，すなわちｅラーニングコースにおいて，学習者に激励・助言を行い，修了率や満足
度などを高める専門家の必要性も認められるようになった [3]．例えば，日本のｅラーニング関連企業
の業界団体ｅラーニングコンソシアムは「e ラーニングプロフェッショナル資格制度」を整備し，学習
支援者を含む資格認定を 2007年度より開始した [5]．日本商工会議所の IT指導者資格「日商マスター」
でも，2006 年度よりｅラーニング指導法研修の受講が必須となっている [6]．このように，ｅラーニン
グを含む，オンラインによる学習の支援を行う人材の組織的育成の動きが，徐々に進んでいる． 
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2.2. 提案プログラム内容 
メンタの社会的ニーズを踏まえ，実践的かつ即戦力としての人材育成を目指し，業務で必要とされる

実践的スキルを習得させる．修了者は，ガイドライン及びアクションプランに従って基本的なメンタリ

ング活動ができることを目標とする．習得すべき具体的なスキルは，1）学習支援の基礎知識 2）受動的
学習支援スキル 3）能動的学習支援スキル 4）組織メンバとしてのスキルの４つを設定した（詳細 [8]）．  
また，上述の通り，ｅラーニング学習期間中，先輩メンタに受講生を実際に支援させる．この結果，     

(1) 受講生の学習それ自体が促進する，(2) 受講生自身が促進効果を実感し，メンタの存在意義を再認識
できる，(3)受講後の職務においてどう行動すべきか，受講生がモデル的経験を得られる，(4) 経験の少
ないメンタにOJTの場を与え，スキルの補完と拡充が図られる，といったメリットが得られる． 
ｅラーニングを利用した eメンタ育成プログラムは，確認できた範囲で実施されていない．また，社
会に対して開かれた eメンタ育成プログラムも存在しない．さらに，eメンタを用いて，eメンタを育成
するという拡大再生産的な試みもない．メンタの活動を，受講者として体験しながら学習できるオンラ

インプログラムの提供は，実践的育成という意味で意義が大きく，かつ新規性を有する． 
2.3. 育成対象層 
提案した拡大再生産的な eメンタ育成プログラム（詳細 2.2参照）を，団塊世代及び離職した主婦を
対象に提供する [7]．この理由は，第 1 に，メンタ勤務の特性及び対象の潜在的な層の厚さにある．メ
ンタは，勤務時間や場所という制約を受け難く，自宅から，多忙でない時間帯を使っての活動が可能で

あり，対象層の再就職を希望する人々のニーズに合致し，大規模な人材の提供という面で社会的ニーズ

に応え得る．第 2には，メンタの業務では，オンライン環境を利用してコミュニケーションを図る能力
が重視されることによる．非対面状況で，メンタリング成果をあげるためには，一定の社会的能力が要

求されるため，対象層の豊富な社会人経験を活用できる． 
 

3. 提案プログラムの実施結果 
本プログラムは，文部科学省「社会人学び直しニーズ対応教育推進プログラム」の 1つ「主婦・団塊
世代等社会人経験を有する人材に対するオンライン学習支援者育成プログラム」として申請・採択され

た．2008年度より，青山学院大学ヒューマン・イノベーション研究センターを実施機関として，開講中
である [7]．以下，2009年 2月から 10月に５回実施した内容を報告する．尚，2009年 2月実施内容は，
上記採択事業の報告書 [7] として，詳細が公開されている． 

2009年度の講座各回の受講状況を表 1に示す．現在までに，受講者計 66名中 56名がコースを修了し
た．コース完了者と修了者の差に関しては，学習活動（コンテンツ視聴・ユニット末テスト受験・全対

面研修出席及び修了テスト受験）は満たしたものの，修了テストの記述式問題で得点が足りなかったこ

とが原因である． 
 

表１ 2009年度受講状況（10月まで） 
回次 申込者数 受講者数 コース完了者数 コース修了者数 
１ 18 12 12 10 
２  8  5  3  3 
３ 32 29 25 24 
４ 20 20 20 19 

 
また，実際にメンタとして就業した実績を表 2に示す．ここで，当プログラム欄が，修了生の eメン
タとしての採用，すなわち本提案における再生産部分に相当する． 
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表２ 修了者就業状況（2009年 10月まで） 
受入先等 人数 
当プログラム 7 名 青山学院大学 
eラーニング人材育成研究センター 2 名 

公的団体等 2 名 
企業等 5 名 

合  計 16 名 
 
全プログラム修了後，ポストアンケートを実施し，表 3のような結果が得られた．なお，各数値は，     

5段階で評価を求めた平均値である． 
表 3 満足度と自己効力感（N=45） 

指標 質問項目 平均値（5段階） 

この講座を受講してよかった 4.77 

講座全体には満足している 4.28 

将来の仕事に役立つ内容であった 4.30 

eラーニングコンテンツの画面は見やすい 4.44 

満足度 

対面研修の講師には満足している 4.54 

eメンタとして自己紹介メッセージを作成する 3.76 

個人情報を収集する際の注意点を述べる 4.01 

成績が悪い学習者に対して eメンタとしてフィードバックする 3.48 

自己 

効力感 

人間関係に関する質問に答える 3.35 

  
さらに，eラーニング期間中の学習支援活動に対する評価は，表 4の通りである． 

表 4 メンタに対する評価 
質問項目 平均値（5段階評価） 

支援を担当したメンタには全体的に満足している 4.28 
メンタからの反応が遅いと感じることがあった* 1.89 
メンタからのメッセージは分かりやすかった 4.45 
メンタがいたので最後まで続けることができた 3.75 

 

4. 考察 
本研究では，将来予想される，大規模な eメンタ人材需要という社会的ニーズに対応可能な，拡大再
生産的なサイクルをもつコースを提案した．前節の通り，こうしたコースを実際に構築・運営した結果，

本提案の実現可能性が確認された．以下，得られた結果の詳細を分析する． 
eラーニング教材は 2008年度中にほぼ完成 [7] しており，以降のコース運営においては，一部の技術
的トラブルを除いて，インストラクタ・スタッフが直接対応するケースは稀であり，概ね eメンタの対
応によりカリキュラムが進められた．この点は，大規模教室運営を可能とする eラーニングの特長が活
かされたと考えられる． 
表 1から，本プログラムの特徴の 1つとして，高い修了率が挙げられるが，これはｅメンタによる学
習支援の効果が推測される．表 4の結果に見られるように，受講者はメンタリングに高い満足を示して
おり，メンタの存在がドロップアウトを予防し，修了率向上に寄与していると予想される． 
さらに，表 3の結果は，満足度・自己効力感ともに高い数値を示しており，本プログラムでの学習の
定着度の高さを認めることができる．既に，のべ 16名が実際に eメンタとして活躍している（表 2）こ
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とも，この点を裏付けている．したがって，本プログラムは，即戦力となる人材の育成や社会人学び直

し・再就職支援という観点からも有効であったと考える． 
ここで，2.2の通り，メンタリングは講座の修了者が担当している．以上の結果は，講座の修了者によ
って，新たなメンタ人材が効果的に育成されたことを示唆している．したがって，本論文で提案した拡

大再生産的な eメンタ育成に関して，その有効性が確認されたと考える． 
なお，成人学習者へのメンタリングの結果，1) 受講者からの質問の多さ，2) 受講者が学習支援ツー
ルである SNSを積極的に活用しコミュニケーションを図ること，が特徴として認められた．これは受講
者が、(1) そもそもｅメンタを目指して学習していることから，メンタリングを積極的に活用しようと
していたこと，(2) 成人学習者においては，その高い社会性により，多彩なコミュニケーション活動が
行われたことによると考えられる．後者に関しては，本プログラムの育成対象を団塊世代・離職主婦層

に絞った（2.3 参照）妥当性を示唆している．この点に関して，今後のプログラム運営を通して，実証
を進めたい． 

 

5. 結論 
本論文では，今後予想される，大規模な eメンタ人材需要に対応可能な，育成プログラムを提案した． 
ｅラーニングが急速に拡大している反面，受講生のドロップアウト等，学習効果や効率上の問題が報告

されている．対策の 1 つとして，メンタ配置の有効性が指摘されており，近い将来，e メンタ人材に対
する需要が社会的に増えるものと考えられる．本研究では，ｅラーニングコース運営のための人材を育

成するため，ｅラーニングコンテンツ中心のコースを提供し，メンタの支援によりメンタを育成すると

いう拡大再生産的なサイクルの実現可能性と有効性を検証した． 
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